
平成２９年（健厚）第５４７２号

平成３０年８月３１日裁決

主文
　本件再審査請求を棄却する。

事実
第１　再審査請求の趣旨

　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、平成○年○月○日
から平成○年○月○日までの期間（以下

「本件期間」という。）について、請求人が
利害関係人の適用事業所（以下「本件事業
所」という。）に使用される者として、厚生
年金保険法（以下「厚年法」という。）及び
健康保険法（以下「健保法」という。）上の
被保険者資格（以下、単に「被保険者資格」
という。）を有していたことの確認を求める
ということである。

第２　事案の概要
　本件の事案の概要は以下のとおりである。
１　請求人は、平成○年○月○日（受付）、

日本年金機構（以下「機構」という。）に
対して、平成○年○月○日から平成○年
○月○日までの期間について、本件事業
所において被保険者資格を有しているこ
との確認の請求（以下「本件確認請求」
という。）をした。

２　機構は、平成○年○月○日付けで、請
求人に対して、本件確認請求において請
求のあった事項を「平成○年○月○日喪
失日を平成○年○月○日に訂正する旨の
請求」と解した上で、「事実上の使用関係
が存在するとはいえず、厚生年金保険の
被保険者たる加入要件を満たしていると
確認出来ないため」との理由により、本
件確認請求を却下する旨の処分（以下

「原処分」という。）をした。
３　請求人は、原処分を不服とし、○○厚

生局社会保険審査官（以下「審査官」と
いう。）に対する審査請求を経て、当審査
会に対し再審査請求をした。

４　請求人の本件確認請求の請求内容は前
記１のとおりであるが、機構は、請求人

が平成○年○月○日付けでした被保険者
資格の確認請求（以下「前件確認請求」
という。）に基づき、同年○月○日付け
で、資格取得年月日を平成○年○月○
日、資格喪失年月日を平成○年○月○日
として請求人の本件事業所における被保
険者資格を確認する旨の処分（以下「前
件処分」という。）を既に行っている。ま
た、請求人は、審査請求の趣旨及び理由
において、平成○年○月○日までは本件
事業所で労働者としての地位を有してい
る旨を主張している。これらのことから
すると、結局のところ、本件確認請求の
請求内容は本件期間（平成○年○月○日
から平成○年○月○日までの期間）につ
いて、被保険者資格を確認することを求
める趣旨であると解され、機構も、本件
確認請求をそのような趣旨のものと解し
て原処分を行ったものと認められる。

第３　当事者等の主張の要旨
（略）

理由
第１　問題点

１　厚生年金保険の適用事業所に使用され
る７０歳未満の者及び健康保険の適用事
業所に使用される者は、適用除外される
者を除き、その使用されるに至った日又
はその使用される事業所が適用事業所と
なった日に被保険者資格を取得し、当該
事業所に使用されなくなった日の翌日に
被保険者資格を喪失することとなるが、
この被保険者資格の取得及び喪失は、適
用事業所の事業主の届出若しくは被保険
者等の請求により、又は職権で、厚生労
働大臣がこれを確認することによって、
その効力を生ずることとされている（厚
年法第６条、第９条、第１２条、第１３
条、第１４条、第１８条、第２７条及び
第３１条並びに健保法第３条第１項、第
３項、第３５条、第３６条、第３９条、
第４８条及び第５１条）。そして、この確
認等に関する厚生労働大臣の権限に係る
事務は、機構に委任されている（厚年法
第１００条の４第１項第３号、第７号及



出時刻
　　　　　　２　休憩時間

１日の労働時間が８時間を越
える場合６０分以上、６時
間を越え８時間以下の場合
４５分以上、６時間以下の
場合必要に応じ、スケジュー
ル表に定める。

　　　　　　３　所定時間外労働 （有、無）
　　　　　　４　休日労働 （有、無）

休日　スケジュール表に勤務日と定
めた日以外の日

　　　　　　（週１日以上又は４週４日以上）
⑶　請求人は、本件確認請求に先立つ平

成○年○月○日（受付）、機構に対し
て、平成○年○月○日から平成○年○
月○日までの期間について、本件事業
所において被保険者資格を有している
ことの確認の請求（前件確認請求）を
し、機構は、同年○月○日付けで、前
件処分をした。請求人も利害関係人も
前件処分に対して審査請求をすること
なく経過した。

⑷　請求人は、本件期間中を通じて本件
事業所では勤務しておらず、給与等の
支払もない。また、本件期間中の請求
人の出勤簿、賃金台帳等の書類も確認
することはできない。

⑸　請求人は、平成○年○月○日から平
成○年○月○日までの期間、労働者災
害補償保険法による休業補償給付の支
給を受けていた。同給付の支給決定通
知によれば、平成○年○月○日から同
年○月○日までの期間の分については
平成○年○月○日付けで、平成○年○
月○日から平成○年○月○日までの期
間の分については平成○年○月○日付
けで、平成○年○月○日から平成○年
○月○日までの期間の分については、
平成○年○月○日付けで、それぞれ支
給決定がされている。

⑹　原告をＡ、被告を利害関係人とする
訴訟（○○地方裁判所平成○年（○）
第○号事件）に係る平成○年○月○日
の弁論準備手続期日において、請求人

び第９号並びに健保法第２０４条第１項
第４号、第７号及び第１０号）。

２　本件において、請求人は、機構がした
前記「事実」欄第２の２記載の原処分を
不服とし、本件期間について、請求人が
本件事業所において被保険者資格を有し
ていることを確認すべき旨を主張してい
るのであるから、本件の問題点は、前記
１の法令の規定に照らし、原処分が妥当
であると認められるかどうかである。

第２　当審査会の判断
１　本件記録によれば、前記「事実」欄第

２に記載した事実のほか、次の各事実が
認められる。
⑴　利害関係人は、介護保険法に基づく

居宅介護支援事業等を実施する特定非
営利活動法人であり、請求人は本件事
業所において登録ヘルパーとして勤務
し、利害関係人の理事にも就任してい
たが、理事の職については、平成○年
○月○日に代表権を喪失し、平成○年
○月○日に利害関係人の通常総会にお
いて解任された。

⑵　請求人と利害関係人との間の平成○
年○月○日付け登録ヘルパー労働契約
書から必要な部分を摘記すると、以下
のとおりである。

就業の場所　スケジュール表に記載
する利用者の居宅及びその介護関
連の場所。

　　　　　事業場事務所。
従事すべき業務の内容　居宅介護

サービスの提供及びこれに関連
する附帯業務。

業務の都合により他の業務に従事
させることがある。

始業、終業の時刻、休憩時間、所
定時間外労働の有無に関する事
項

　　　　　　１　始業・終業の時刻等
始業の時刻　スケジュール表

に定める最初の利用者宅訪
問時刻

終業の時刻　スケジュール表
に定める最後の利用者宅退



　また、厚生年金保険及び健康保険の
実務においても、被保険者が、労働協
約又は就業規則等により雇用関係は存
続するが会社より賃金の支給を停止さ
れたような場合には、個々の具体的事
情を勘案検討の上、実質は使用関係の
消滅とみるのを相当とする場合、例え
ば、被保険者の長期にわたる休職状態
が続き実務に服する見込みがない場合
又は公務に就任しこれに専従する場合
等においては、被保険者資格を喪失せ
しめるのが妥当と認められるとの取扱
いがされている（「休職と被保険者資格
について」昭和２６年３月９日保文発
第６１９号厚生省（現厚生労働省）保
険局長回答）。当審査会としても、こう
した実務上の取扱を妥当なものと認め
ているところである。

⑵　厚生年金保険及び健康保険の適用事
業所において事実上の使用関係にある
者とは、適用事業所と常用的使用関係
にある者をいい、勤務時間が短い、又
は勤務日数が少ない被用者（以下「短
時間就労者」という。）は含まないと解
されているところであるが、実務上、
常用的使用関係の有無を判断するため
の目安を示すため、昭和５５年６月６
日付けで厚生省・社会保険庁の内かん

（平成２８年１０月１日廃止。以下「昭
和５５年内かん」という。）が出されて
おり、これによると、１日又は１週の
所定労働時間及び１月の所定労働日数
が当該事業所において同種の業務に従
事する通常の就労者の所定労働時間及
び所定労働日数のおおむね４分の３以
上である就労者については、原則とし
て厚生年金保険及び健康保険の被保険
者として取り扱うべきものであるが、
併せて、これに該当しない短時間就労
者であっても、被保険者として取り扱
うことが適当な場合があると考えられ
ることから、短時間就労者が被保険者
に該当するかどうかについては、その
就労の形態等個々の具体的事例に即し
て判断すべきものとされている（なお、

が利害関係人として参加した上、訴訟
上の和解（以下「本件和解」という。）
が成立し、その和解条項第３項は「被
告及び利害関係人は、被告と利害関係
人間の労働契約が、平成○年○月○日
限り、被告都合により終了することに
合意する。」とされた。なお、本件和解
の和解条項の中には、請求人と本件再
審査請求事件の利害関係人との間の給
与や社会保険料の取扱いに関するもの
は何も定められていない。

⑺　平成○年○月○日付けで利害関係人
が作成した請求人の退職証明書（以下

「本件退職証明書」という。）から必要
な部分を摘記すると、以下のとおりで
ある。

使用期間 平成○年○月○日～平成○
年○月○日

業務の種類 登録ヘルパー
使用期間 平成○年○月○日～平成○

年○月○日
業務の種類 事務手伝い
使用期間 平成○年○月○日～平成○

年○月○日
業務の種類 サービス提供責任者
使用期間 平成○年○月○日～平成○

年○月○日
業務の種類 理事

２　以上の認定事実に基づいて、本件の問
題点について検討し、判断する。
⑴　厚生年金保険及び健康保険におい

て、その被保険者となるのは、これら
の各保険の適用事業所に「使用される
者」であるが、この「使用される者」
とは、事実上の使用関係があることを
いい、事実上の使用関係があるか否か
は、労務の提供の有無、その対償とし
ての報酬の支払の有無、人事労務管理
の有無等の実態に照らして、個別具体
的に判断されるものであり、事業主と
の間の法律上の雇用関係の存否は、使
用関係を認定する際の参考となるにす
ぎないと解されている。



年○月○日になって初めて本件確認請
求を行っていることからも、本件期間
中、利害関係人が請求人の賃金や社会
保険の取扱いについて何らかの人事労
務管理を行っていたと認めることはで
きない。
　念のため、本件期間以前の請求人の
勤務状況についてみると、請求人のタ
イムカードによれば、請求人は平成○
年○月以前はおおむね月に１８日ない
し１９日程度勤務し、１勤務日当たり
の平均労働時間はおおむね６時間ない
し７時間程度であったが、平成○年○
月は、出勤日数は１５日で、１勤務日
当たりの平均労働時間は５時間を下
回っている。他方、利害関係人の就業
規則によれば、常勤従業員の始業・終
業の時刻及び休憩時間について、始業
時刻午前９時、終業時刻午後６時、休
憩時間１時間の８時間勤務が規定さ
れ、休日は土曜日、日曜日、国民の祝
日等とされており、常勤従業員は、基
本的には１日の所定労働時間は８時
間、１月の所定労働日数は平均して
２１日ないし２２日程度の勤務である
と認められる。請求人の平成○年○月
の勤務状況をこれに対比すると、請求
人の１日の労働時間及び１月の労働日
数は、いずれも常勤従業員のそれらの
４分の３には達しておらず、また、請
求人は、同年○月はほぼ休業しており、
昭和５５年内かんの基準によれば本件
期間の直前において、請求人は本件事
業所で常用的使用関係にあったとはい
えないこととなる。
　また、請求人は、平成○年○月○日
に利害関係人の理事を解任され、同日
以降は、主として登録ヘルパーとして
の雇用契約関係が継続していたことに
なる。請求人は、別紙１及び別紙２に
おいて、理事の業務は月に２時間程度
会議をするのみであり、常勤職でもな
い旨述べているが、理事は、特定非営
利活動法人の業務全般の執行に権限と
責任を有する立場にあるといえ、請求

この点については、公的年金制度の財
政基盤及び最低保障機能の強化等のた
めの国民年金法等の一部を改正する法
律（平成２４年法律第６２号）により
厚年法第１２条及び健保法第３条第１
項が改正され、被保険者資格の取得基
準が明確化された（平成２８年１０月
１日施行）。）。当審査会としても、昭和
５５年内かんによる取扱いを、被用者
の常用的使用関係の有無を判断する基
準として妥当なものと認めてきたとこ
ろである。

⑶　請求人は、平成○年○月○日以降、
労働者災害補償保険の休業補償給付を
受給し、本件期間中は休業しており、
本件事業所において労務の提供は一切
行っていないこと、本件期間中、労務
の提供の対償としての報酬も一切受け
ていないことが認められる。
　また、請求人は、平成○年○月○日
までの期間について前件確認請求をし、
これを認めた前件処分に対して更に不
服申立てをすることもなかったのであ
るから、請求人自身、本件事業所との
間の事実上の使用関係は平成○年○月
○日までであったと認識していたもの
ということができる。
　さらに、本件事業所における本件期
間中の請求人の出勤簿、賃金台帳等の
書類も見受けられず、本件期間中、利
害関係人が本件事業所において請求人
に関して何らかの人事労務管理を行っ
ていたことを認めることはできない。
　本件和解の和解条項及び本件退職証
明書の記載からは、請求人と利害関係
人の間の雇用契約関係が本件期間中継
続していたと認められなくはない。し
かしながら、本件和解においては、請
求人の本件期間中の賃金や社会保険料
の取扱いについては、何ら定められて
おらず、また、請求人は、前件処分に
おいて平成○年○月○日付けで同年○
月○日までの被保険者資格が確認され
てから約２年半が経過し、かつ、本件
和解成立後１年以上が経過した平成○



人はそうした職責を有する理事から解
任されたのであるから、平成○年○月
○日を境として本件事業所における請
求人の使用関係は大きく変化したとみ
るべきであるとともに、登録ヘルパー
の業務は、スケジュール表に定める予
定に従って勤務するものであり、常勤
従業員のように勤務日数及び勤務時間
が確定した就労形態とは認め難く、本
件記録からは、本件期間中、もし請求
人が休業しなかったならば常用的使用
関係による勤務が予定されていたと認
めることはできない。

⑷　以上でみたところからすれば、本件
期間中、請求人と利害関係人との間に
は雇用契約関係が継続していたとして
も、労務の提供やその対償としての報
酬の支払はなく、休業中であるとはい
え、通常の労働者についてであればな
されていたであろう人事労務管理はな
されておらず、本件和解においても請
求人の賃金や社会保険の取扱いについ
て何ら定められていない。また、請求
人の休業には業務上の傷病による療養
というやむを得ない事情は見受けられ
るものの、請求人の休業前の勤務状況
や本件期間中に予定されていた就労形
態等からは、請求人が本件事業所と常
用的使用関係にある者であったとは判
断できないのであるから、本件期間中
において、請求人と本件事業所との間
に事実上の使用関係があったとは認め
られない。

⑸　このほか、請求人は、別紙１及び別
紙２において、要旨、①労働者災害補
償保険を使って休業することにより社
会保険を喪失させられることが認めら
れるのであれば、労働者は労働者災害
補償保険の権利を使用すること自体を
ためらわねばならず、法が保障する正
当な権利行使の機会を失うことになる、
②請求人の実労働時間は、ヘルパー職
が月２００時間から３００時間程度、
事務職が月７０時間から１００時間程
度又は月平均１００時間から１２０時

間程度で、他に運転業務等にも従事し
ていたこと等を主張しているが、①に
ついては、請求人の事実上の使用関係
が認められないのは、請求人が労働者
災害補償保険を受給しているからでは
なく、請求人について、労務の提供や
報酬の支払のほか、利害関係人による
人事労務管理がないこと、本件和解や
雇用契約の内容等を総合勘案して判断
した結果であるから、当該主張を採用
することはできない。また、②につい
ては、請求人のタイムカード等の資料
からは請求人が主張する労働時間を客
観的に確認することはできないととも
に、前述した本件期間中における請求
人の労務の提供、報酬の支払、利害関
係人による人事労務管理の状況、本件
和解や雇用契約の内容等に鑑みれば、
上記判断を左右するものとはいえない。

⑹　以上のとおりであるから、請求人は、
本件期間中において、厚生年金保険及
び健康保険の被保険者となる、適用事
業所に「使用される者」であったと認
めることはできず、原処分は適法かつ
妥当であり、これを取り消すことはで
きない。

　以上の理由によって、主文のとおり裁決す
る。


